八尾市農業用施設整備事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は八尾市農業用施設整備事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関して、八尾市補助金交付規則（平成16年八尾市規則第26号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（補助の対象事業及び目的）
第２条　補助金の交付対象事業及び目的は次のとおりとする。
(1)　農業用施設改修事業
農業の生産性の向上及び農地の保全を図り、都市と農業の調和を目指すことを目的とし、土地改良
区または水利組合等の団体が実施する本市内の農業用施設の改修事業に対して、補助金を交付する。

(2)　農業後継者支援事業
農業後継者の増加と経営安定を図ることを目的とし、認定新規就農者または認定農業者の後継者が
実施する農業用施設の整備、農業用機械の導入並びに農業用設備の導入事業に対して、補助金を交付する。

（補助の対象者、補助率等）

第３条　補助金の対象者、要件、補助率、及び補助限度額等は別表のとおりとする。ただし、交付申請額が予算の範囲を超える場合は、別途限度額を調整するものとする。
２　事業経費が10万円未満の事業については、補助金の交付の対象事業としない。
３　大阪中河内農業協同組合または、グリーン大阪農業協同組合の交付する補助金とあわせ、事業を効果的に実施するものとする。

（交付の申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする者は、次に掲げる書類を添付して八尾市農業用施設整備事業補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。
農業用施設改修事業

(1)　事業計画書（様式第２－１号）

(2)　収支予算書（様式第３号）
(3)　その他市長が必要と認める書類
農業後継者支援事業
(1)　事業計画書（様式第２－２号）

(2)　収支予算書（様式第３号）

(3)　その他市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第５条　市長は、補助金の交付の申請があった場合において、当該申請に係る書類審査及び必要に応じて行う実態調査等により補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付の決定を行い、その旨を交付決定通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の規定により交付を決定した場合において、補助事業を適切に行わせるため、必要な指示又は条件を付することができる。

（着手報告）
第６条　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた後、補助事業に着手する。この際、事業着手報告書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、補助事業者に対し、補助事業の進捗状況を把握するための報告を随時求めることができる。
（事業の計画変更等）

第７条　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた後、事業計画を変更しようとするときは、次に掲げる書類を添付して事業変更承認申請書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
農業用施設改修事業

(1)　事業変更計画書（様式第７－１号）

(2)　変更収支予算書（様式第８号）

(3)　その他市長が必要と認める書類

農業後継者支援事業
(1)　事業変更計画書（様式第７－２号）

(2)　変更収支予算書（様式第８号）

(3)　その他市長が必要と認める書類

２　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた後、事業計画を中止しようとするときは、事業中止承認申請書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。

３　市長は、第１項または第２項の規定による承認申請があったときは、内容を審査してその適否を決定し、その旨を事業変更（中止）承認通知書（様式第10号）により、当該申請者に通知するものとする。
（完了報告）

第８条　補助事業者は、事業を完了したときは、次に掲げる書類を添付して速やかに事業完了報告書（様式第11号）を市長に提出しなければならない。
農業用施設改修事業

(1)　事業実施報告書（様式第12－１号）

(2)　収支決算書（様式第13号）

(3)　完成写真
(4)　その他市長が必要と認める書類
　農業後継者支援事業

(1)　事業実施報告書（様式第12－２号）

(2)　収支決算書（様式第13号）

(3)　完成写真
(4)　その他市長が必要と認める書類

（補助金の交付）

第９条　市長は、前条の書類の提出を受けた場合は、当該書類の審査及び必要に応じて行う実地調査等によ
り当該補助事業の結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式第14号）により、補助事業者に通知するものとする。
（補助金の請求）

第10条　補助事業者は、前条の規定による通知をうけたときは、補助金交付請求書（様式第15号）を市長に提出しなければならない。
（補助金の返還）
第11条　市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。

⑴  虚偽の申請又はその他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。

⑵  この要綱の規定に違反する行為があったとき。

⑶　補助金の交付により八尾市暴力団排除条例（平成25年八尾市条例第20号）第２条第２号及び第３号に規定する暴力団員又は暴力団密接関連者の利益になると認められるとき。
（補　則）

第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

